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研究成果の概要（和文）：我々は、ヘクシャー・オーリンモデルに生産の外部性を導入し、資本財が消費可能であると
仮定することで、消費財２財を生産する貿易モデルで、均衡の不決定性の条件を明らかにした。労働市場における相対
的パフォーマンスを所得では測定することにより、学力考査を課すか否かで、労働生産性がどのように異なるかを明ら
かにした。
さらに、思考を停止するという認知制御の差異が、意思決定でどういう意味があるかは経済学的にも興味のあるところ
である。MEGによる分析に新たなスペクトラム分析を加えることで、思考を停止できるタイプは、β波およびγ波の帯
域では、頭頂部より視覚野の活動が、課題において優越していることを明らかにした。 

研究成果の概要（英文）：We extended and analyzed a dynamic Heckscher-Ohlin model by assuming that capital 
good is also consumable and production has externality. Then, we have shown that opening trade can 
generate expectation-driven fluctuations in a world trade market.We examined all types of admissions 
systems currently in place in Japan, and evaluate the relative performance of those systems in the labor 
market using graduate income.The mental ability to intentionally cease thoughts is possibly reflected in 
cognitive models of thought suppression and neural models of executive control. We present our MEG 
findings with the results of spectrum analyses. We found that for an individual who could cease thoughts 
was greater in the visual cortex than in the parietal lobe in both the β and γ wave bands.

研究分野：複雑系経済学
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１． 研究開始当初の背景 
これまでのマクロ経済学の動学理論では、代

表的個人の効用を最大化する動学的モデル

の分析が通常であり、たとえ多数主体が存在

する動学モデルであっても、それぞれの経済

主体は同じ効用関数をもつという仮定の下

での分析が主であった。 
 内生的成長と呼ばれる動学モデルでは、人

的資本の蓄積における教育の役割が大きい

ことは認識されてはいたが、教育のあり方ま

で、経済学的に議論されることはなかった。 
 また、脳科学においても、個人の多様性よ

りも、すべての個人に共通の脳活動の計測や

解析が主であった。 
 
２． 研究の目的 
当該研究計画は、まず、多数経済主体モデル

に、上記の非線形動学的手法を応用して、動

学均衡経路の大域的な振る舞いを明らかに

する。 
  また、成長のエンジンとしての人的資本 
の蓄積についての実証研究を行う。  
  加えて、アンケート、実験、測定、解析
を行うことを通じて、異なる個人の行動を理

解する。  
 
３．研究の方法 
  「多数経済主体からなる経済の成長と安
定化に対する影響」に関しては、景気循環の

国際的連関に関する基礎的な分析を行い、多

数の国の間に市場や外部性を通じた相互依

存関係がある場合について、貿易を通じた国

際連関を分析した。 
   「人的資本が意思決定および経済成長に
与える影響」について、インターネット調査

により、個人が幼児期から大学までに受けた

教育と社会に出てからの労働生産性の関係

についての実証分析を行った。  
「認知と意思決定の分析」については個人

の脳活動計測を含めた神経経済学的な分析

を行った。京都大学医学部の fMRI,MEG や産

業技術総合研究所のMEGの機器などを使用し

共同研究を行ってきた。 
 

4.研究成果  

本プロジェクトの研究結果としては、多くの

観点から論文を発表している。その中で、3

つの観点のそれぞれを代表する論文[1],[4], 

[11]の内容を以下に紹介する。 

(1)動学的ヘクシャー＝オーリンモデルに外

部性を導入した 2国貿易モデルの不決定性 

我々は、2要素を投入して、2財を生産する

経済の 2国モデル、ヘクシャー・オーリンモ

デルを動学化して、生産の外部性を導入した

西村＝下村モデルを一般化する。 

西村＝下村モデルでは、純消費財のみを消費

できると仮定していたが、われわれは 資本

財が消費可能であると仮定することで、効用

を２種類の消費財の関数とする。 

我々は、各国が生産した量を自国で消費する

自足自給経済の定常解と、１国が消費可能な

資本財を輸出して純資本財を輸入する一方、

他国が消費可能な資本財を輸入して純資本

財を輸出する自由貿易の定常解を比較した。 

リプチンスキー線と、定常解における資源制

約下での所得拡張曲線を用いることで、超過

需要関数を導き、自由貿易均衡をもたらす 2

国の資本ストック量を求めた。自足自給では

定常解が鞍点となり均衡が決定的であるが、

自由貿易では定常解が安定となり、均衡が不

決定となるケースがあることを証明した。西

村＝下村モデルでは効用が線形関数であっ

たが、我々は、非線形関数で証明を行った。

また、異時点間の大体の弾力性が小さく、1

に近い場合にも、不決定性が生じる。これは

自足自給経済では決して起きないことであ

る。 

 

(2)人的資本の評価について 

われわれは，1980 年代半ばから進められた大

学入試制度の多様化の帰結を評価すること

を試みた。AO 入試などに代表されるように，

学力試験を課さない選抜方法の是非を評価

し，新たな入試制度によって，優れた人材を

社会に輩出できるようになったかを見極め

るものである。それぞれの入試制度による入

学者が、卒業後に，労働市場でどのように評

価されているのかを，所得を指標として分析

した。 

学力考査を課す入試制度には，一般選抜入学

試験（以下，一般入試）と大学入試センター

試験利用入学試験（以下，センター利用入試）

がある。 

学力考査を課さない入試制度には，指定校推

薦入学試験（以下，指定校入試），一般公募

推薦入学試験（以下，一般公募入試），AO 入



試などがある。 

表 1は，45 歳以下の就業者を適用された入試

制度に学力考査が課されていたか否かで2分

割し，さらに出身大学・学部別に 4分割して

平均所得（年収：万円）を比較している． 
表 1 出身大学・学部別，学力考査の有無別
平均所得（45 歳以下の就業者全体） 
 
 

 
学力

考査 
度数 
平均 

年齢 

平均 

所得 

（万円） 

所得の 

標準誤差 

45歳以下の 

就業者 

なし 1244 34.5498 394.0514 7.45403 

あり 5126 36.0190 470.0504 4.18146 

国公立文系 
なし 69 32.2319 369.5652 27.64594 

あり 1011 35.6301 450.3462 9.92117 

国公立理系 
なし 60 32.9833 463.3333 33.10373 

あり 947 36.4931 579.8310 10.22401 

私立文系 
なし 837 34.2796 362.1266 8.86651 

あり 2468 35.8193 420.1783 5.57204 

私立理系 
なし 271 36.2731 488.1919 16.28393 

あり 704 36.7173 523.2955 10.29929 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1 出身大学・学部別，学力考査の有無別

平均所得（45 歳以下の就業者全体） 

 

学力考査を課す入試制度による入学者の平

均所得は，学力考査を課さない入試制度によ

る入学者の平均所得よりも，統計的に有意に

高くなっていることが示された。大学入試制

度の多様化は，様々な方向から検証がなされ

るべきであることは論をまたないが，少なく

とも学力考査を課さない入試制度で入学し

た学生は，大学での学びに苦労し，卒業後も

労働市場で高く評価されているとはいいに

くい状況がうかがえる。  

 

(3)思考抑制と脳活動の個人差 

人が他人の思考をどうやって理解するかは

難しい問題である。相手の心のはたらきを相

手の立場に立って理解することのできる心

理状態を心理学では「心の理論」と呼ぶ（例

えば、参考文献[5]を参照。）。心の理論は、

特に発達段階にある幼児や、自閉症などの発

達障害にある人を対象として盛んに研究が

なされてきた（参考文献[6]を参照。）。しか

し、一般の健常者においても、人の性格や振

る舞いの“多様性”を認めると、相手の性格

や感性を把握し、相手の心の動きを読み取る

ための高度なコミュニケーション技術が要

求されるようになる。 

経済学におけるゲーム理論においても同様

のことが言える。ゲーム理論は各プレーヤー

が、相手のプレーヤーの振る舞い、つまり戦

略を既知としたうえで、自分の効用を最大化

することによって、自分の戦略を決定する。

この点は、思いやりのある（利他的な）人間

であろうと、自分勝手（利己的）な人間であ

ろうと同じである。もし、相手の性格や振る

舞いがそれぞれ異なるとすると、相手の性格

や行動に関する情報を収集したり、時間軸上

のやり取りによって長期的に相手の性格や

感性を推し量ろうとする。 

このように個人の差を明示的に扱うことの

重要性は、これまで認識されてきたにも関わ

らず、異なる個人の経済行動の研究の範囲は

限定的な範囲にとどまっていた。 

我々は、ジレンマ・ゲームにおける戦略選択

と個人の思考停止能力との関係を分析した

が（参考文献［7］）、思考を停止できる人の

グループは、できない人のグループに比べて

協調的な振る舞いを選択する傾向があると

同時に、脳の活動が頭頂部よりも後方の後頭

中心部周辺の方に遷移することを示した。 

思考を停止するという認知制御は、いわゆる

“Thought suppression”とよばれる認知モ

デルや、実行制御とよばれる神経モデルと大

いに関わりがある。特に、Thought 

suppression は、ある特定の考えやすべての

考えを抑制したり、自由にものを考えること

を意識的に規制、コントロールする認知機能



として知られている（例えば、参考文献

[8-10]を参照。）。Thought Suppression の能

力には個人的なばらつきがあることは容易

に想像され、このような差異が経済活動およ

び社会活動を履行するうえで、どのような意

味合いを持ってくるかは、経済学的にも非常

に興味のあるところである。 

本研究の特徴は、日常生活に出会う現象を思

考実験の課題として与える方法にある。あく

までも、人間の脳に特有のそれも自然な活動

を捉えるため、できるだけ日常的な課題を採

り入れた。 

我々は、現在、思考中の活動を最も反映する

ことができ、脳神経電流を直接、磁界の変化

として捉えることができる全頭をカバーす

る全頭型(ヘルメット式) DC－SQUIDという脳

計測装置（脳磁計）を使った。 その計測方

法は、脳磁波計測、Magnetoencephalography 

(MEG)という。 

まず実験に先立って、各被験者に思考をスト

ップできるかどうかを尋ねた。このうち、後

に取り上げる被験者 AI（女性、30 歳）、AK（女

性、24 歳）, HT（男性、35 歳）が思考をス

トップでき、また MT（女性、35 歳）のみが

ストップできないと答えた。 

実験では、清水寺、国会議事堂を思い浮かべ

る、十二支を心の中で言う、今日誰かと話し

た会話を思い出す、思考停止などの各課題を

それぞれ２回繰り返した。 

4 人の被験者のうち、HTを自発的に思考を停

止できる特性、MT を自発的に思考を停止でき

ない特性をもつ被験者の比較をしてみた。各

被験者（HT、MT）について、思考する課題に

対する何も考えない課題のスペクトラム密

度の平均値の比率を、各周波数帯域ごとに、

全センサーでプロットして、比率が１より高

い方を赤色、低い方を青色に表示した。この

結果 HT（思考停止できる特性）は MT（思考

停止できない特性）に比べて、やはり後頭部

に脳活動がシフトしていることが確認でき

た。この傾向はθ波：4-8Hz、α波：8-12Hz

よりもむしろより高周波帯域、β波：12-24Hz、

γ波：24-36Hz, 36-48Hz において顕著であっ

た。その図を図 2に表示している。 
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10 月 22 日号  
 
⑤ 「将来，子供の年収を８０万円アップさ
せる４つのしつけ」で研究代表者による
調査・研究を紹介，朝日新聞，平成 25年
9 月 14 日、 研究代表者による「しつけ
と所得に関係」調査・研究が報道される。  

 
⑥ 2012年4月10日 フジテレビニュース、
ANN ニュースで、また、 4月 11 日、日本
経済新聞、読売新聞、京都新聞、産経新
聞で 研究代表者による理系学部出身者
の、専門と所得に関する調査が報道され
る。  
 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 
西村 和雄（NISHIMURA, Kazuo） 
神戸大学・社会科学系教育研究府・特命教授 
研究者番号：60145654  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


